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連結貸借対照表（ 年３ 月 日現在）2022 31
（ 単位： 百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ Ⅰ流 動 資 産 流 動 負 債233,872 90,384
１ 現 金 及 び 預 金 １ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金71,357 23,098
２ 警 備 輸 送 業 務 用 現 金 ２ 短 期 借 入 金76,768 8,483
３ 受取手形、 売掛金及び契約資産 ３ １ 年内返済予定の長期借入金56,458 2,795
４ リ ース債権及びリ ース投資資産 ４ 未 払 金5,100 22,425
５ 有 価 証 券 ５ リ ー ス 債 務380 5,306
６ 原 材 料 及 び 貯 蔵 品 ６ 未 払 法 人 税 等7,509 6,751
７ 未 成 工 事 支 出 金 ７ 未 払 消 費 税 等222 4,573
８ 立 替 金 ８ 賞 与 引 当 金6,892 2,065
９ そ の 他 ９ 役 員 賞 与 引 当 金9,324 98

△貸 倒 引 当 金 そ の 他10 140 10 14,785
Ⅱ Ⅱ固 定 資 産 固 定 負 債254,405 70,383

１ 有 形 固 定 資 産 １ 長 期 借 入 金103,376 2,145
建 物 及 び 構 築 物 ２ リ ー ス 債 務(1) 23,001 35,529
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ３ 繰 延 税 金 負 債(2) 18,712 991
土 地 ４ 再評価に 係る 繰延税金負債(3) 22,034 314
リ ー ス 資 産 ５ 退 職 給 付 に 係 る 負 債(4) 30,621 27,175
建 設 仮 勘 定 ６ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金(5) 2,951 1,540
そ の 他 ７ 資 産 除 去 債 務(6) 6,054 486

２ 無 形 固 定 資 産 ８ 訴 訟 損 失 引 当 金39,747 57
ソ フ ト ウ エ ア ９ そ の 他(1) 9,476 2,142
の れ ん 負 債 合 計(2) 27,097 160,768
そ の 他 純 資 産 の 部(3) 3,174

Ⅰ３ 投 資 そ の 他 の 資 産 株 主 資 本111,281 293,450
投 資 有 価 証 券 １ 資 本 金(1) 56,148 18,675
長 期 貸 付 金 ２ 資 本 剰 余 金(2) 411 34,129
敷 金 及 び 保 証 金 ３ 利 益 剰 余 金(3) 8,015 241,718

△保 険 積 立 金 ４ 自 己 株 式(4) 1,434 1,072
Ⅱ退 職 給 付 に 係 る 資 産 そ の他の包括利益累計額(5) 24,995 6,696

繰 延 税 金 資 産 １ その他有価証券評価差額金(6) 7,102 6,917
△そ の 他 ２ 土 地 再 評 価 差 額 金(7) 13,603 3,378

△貸 倒 引 当 金 ３ 為 替 換 算 調 整 勘 定(8) 429 321
４ 退職給付に係る調整累計額 2,836

Ⅲ 非 支 配 株 主 持 分 27,362
純 資 産 合 計 327,509

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計488,278 488,278



連結損益計算書（ 年４ 月１ 日から 年３ 月 日ま で ）2021 2022 31
（ 単位： 百万円）

売 上 高 489,092
売 上 原 価 363,511

売 上 総 利 益 125,581
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 82,715

営 業 利 益 42,865
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 847
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 1,588
そ の 他 の 営 業 外 収 益 2,721 5,158

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,913
そ の 他 の 営 業 外 費 用 1,314 3,227

経 常 利 益 44,796
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 17
固 定 資 産 売 却 益 224
受 取 補 償 金 1,067 1,309

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 65
投 資 有 価 証 券 売 却 損 0
減 損 損 失 307
固 定 資 産 売 却 損 3 376

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 45,729
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,587
法 人 税 等 調 整 額 1,415 15,003
当 期 純 利 益 30,726
非支配株主に帰属する 当期純利益 1,762
親会社株主に帰属する 当期純利益 28,964



連結株主資本等変動計算書（ 年４ 月１ 日から 年３ 月 日ま で）2021 2022 31
（ 単位： 百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

△当期首残高 18,675 34,026 220,464 1,071 272,094
当期変動額

△ △剰余金の配当 7,594 7,594
親会社株主に 帰属す る
当期純利益

28,964 28,964

△ △自己株式の取得 0 0
土地再評価差額金の 取
崩

△ △115 115
連結子会社株式の 取得
によ る 持分の増減

103 103
株主資本以外の 項目の
当期変動額（ 純額）

△当期変動額合計 － 103 21,253 0 21,356
△当期末残高 18,675 34,129 241,718 1,072 293,450

そ の他の包括利益累計額

非支配
株主持分

純資産
合計

そ の他
有価証券
評価差額金

土 地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る 調
整累計額

そ の他の
包括利益
累計額合計

△ △当期首残高 7,026 3,494 29 1,915 5,417 26,915 304,427
当期変動額

△剰余金の配当 7,594
親会社株主に 帰属す る
当期純利益

28,964

△自己株式の取得 0
土地再評価差額金の 取
崩

△ 115
連結子会社株式の 取得
によ る 持分の増減

103
株主資本以外の 項目の
当期変動額（ 純額) △ 108 115 351 920 1,279 446 1,725

△当期変動額合計 108 115 351 920 1,279 446 23,081
△当期末残高 6,917 3,378 321 2,836 6,696 27,362 327,509



連結注記表

（ 連結計算書類作成のための基本と なる重要な事項に関する注記等）

１ 連結の範囲に関する事項

（ ） 連結子会社の数 社1 74
主要な連結子会社の名称

介護㈱ALSOK
フ ァ シ リ テ ィ ーズ㈱ALSOK

日本フ ァ シリ オ㈱

常駐警備㈱ALSOK
㈱ら いふ

当連結会計年度において 、 日本ビ ルメ ン テ ン ナン ス ㈱は ビ ルサービ ス ㈱を 吸収合併し 、 存続後の称ALSOK
号を フ ァ シリ テ ィ ーズ㈱へ変更し ており ま す。ALSOK

（ ） 主要な非連結子会社の名称2
ビ ジネス サポート ㈱ALSOK

（ 連結の範囲から 除いた理由）

非連結子会社は、 いずれも 小規模であり 、 合計の総資産、 売上高、 当期純損益（ 持分に見合う 額） 及び利

益剰余金（ 持分に見合う 額） 等は、 いずれも 連結計算書類に重要な影響を 及ぼし ていないためであり ま す。

２ 持分法の適用に関する 事項

（ ） 持分法適用の関連会社数 社1 14
主要な会社の名称

ホーチキ㈱

日本ド ラ イ ケ ミ カ ル㈱

㈱日本ケア サプ ラ イ

（ ） 持分法を 適用し ていない主要な非連結子会社及び関連会社の名称2
ビ ジネス サポート ㈱ALSOK

（ 持分法を 適用し ない理由）

持分法を 適用し ない非連結子会社及び関連会社は、 いずれも 当期純損益（ 持分に見合う 額） 及び利益剰余

金（ 持分に見合う 額） 等から みて 、 持分法の対象から 除いても 連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり 、 か

つ 、 全体と し ても 重要性がないため、 持分法の適用範囲から 除外し ており ま す。



３ 連結子会社の事業年度等に関する 事項

連結子会社の う ち 、 （ ） 、 愛龍所克商貿 上海 有限公司、ALSOK Vietnam Co., Ltd. ( ) ALSOK MALAYSIA
、 、 、 及 びSDN.BHD. PT. ALSOK INDONESIA PT. ALSOK BASS Indonesia Security Services ALSOK

の決算日は、 月 日であり ま す。 連結計算書類の作Vietnam Security Services Joint Stock Company 12 31
成に当た っ ては、 同決算日現在の計算書類を 使用し ており ま す。 た だし 、 １ 月１ 日から 連結決算日３ 月 日ま31
での期間に発生し た重要な取引については、 連結上必要な調整を 行っ ており ま す。

４ 会計方針に関する 事項

（ ） 重要な資産の評価基準及び評価方法1
ア 有価証券の評価基準及び評価方法

そ の他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく 時価法（ 評価差額は全部純資産直入法によ り 処理し 、 売却原価は主と

し て移動平均法によ り 算定） を 採用し ており ま す。

ま た 、 区分処理でき ないデ リ バテ ィ ブ 組入債券については時価法（ 売却原価は主と し て移動平均法

によ り 算定） を 採用し て おり ま す。

市場価格のない株式等

主と し て移動平均法によ る 原価法を 採用し ており ま す。

イ デリ バテ ィ ブ 等の評価基準及び評価方法

時価法を 採用し ており ま す。

ウ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品

主と し て先入先出法によ る 原価法（ 貸借対照表価額については収益性の低下に基づく 簿価切下げの方法

によ り 算定） を 採用し ており ま す。

未成工事支出金

個別法によ る 原価法を 採用し て おり ま す。

（ ） 重要な減価償却資産の減価償却の方法2
ア 有形固定資産（ リ ース 資産を 除く ）

主と し て定額法を 採用し て おり ま す。 主な耐用年数は、 次のと おり であり ま す。

建物及び構築物 ～ 年15 50
機械装置及び運搬具 ３ ～５ 年

イ 無形固定資産（ リ ース 資産を 除く ）

定額法を 採用し ており ま す。

なお、 自社利用のソ フ ト ウ エ ア につ いては、 社内における利用可能期間（ ５ 年） に基づく 定額法を 採用

し ており ま す。 ま た 、 顧客関連資産については、 そ の効果の及ぶ期間（ ８ ～ 年） に基づく 定額法を 採用15
し ており ま す。



ウ 所有権移転外フ ァ イ ナン ス ・ リ ース取引に係る リ ース 資産

リ ース期間を 耐用年数と し 、 残存価額を 零と する 定額法を 採用し ており ま す。

（ ） 重要な引当金の計上基準3
貸倒引当金 売上債権、 貸付金等の貸倒損失に備える ため、 一般債権については貸倒実……………………

績率によ り 、 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を 勘

案し 、 回収不能見込額を 計上し ており ま す。

賞与引当金 一部の連結子会社は、 従業員賞与の支給に備え る た め、 将来の支給見込額……………………
のう ち 当期の負担額を 計上し ており ま す。

役員賞与引当金 一部の連結子会社は、 役員賞与の支給に備える ため、 将来の支給見込額の………………
う ち当期の負担額を 計上し ており ま す。

役員退職慰労引当金 一部の連結子会社は、 役員の退職慰労金の支出に備える た め、 内規に基づ…………
く 期末要支給額を 計上し ており ま す。

（ ） 退職給付に係る会計処理の方法4
ア 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあた り 、 退職給付見込額を 当連結会計年度末ま での期間に帰属さ せる 方法につい

ては、 給付算定式基準によ っ てお り ま す。

イ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、 そ の発生時における 従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 主と し て

５ 年） によ る定額法によ り 費用処理し ており ま す。

数理計算上の差異については、 各連結会計年度の発生時における 従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（ 主と し て 年） に よ る定額法によ り 按分し た額を そ れぞれ発生の翌連結会計年度から 費用処理し10
ており ま す。

ウ 小規模企業等における 簡便法の採用

一部の連結子会社は、 退職給付に係る 負債及び退職給付費用の計算に、 退職給付に係る 期末自己都合要

支給額を 退職給付債務と する 方法を用いた簡便法を 適用し ており ま す。



（ ） 重要な収益及び費用の計上基準5
当社及び当社の連結子会社の顧客と の契約から 生じ る収益及び費用の計上基準は次のと おり です。

ア 契約収入

役務の提供の結果と し て得ら れる 契約収入については、 顧客と の契約における 履行義務の充足に伴い、

一定期間にわた り 売上高と 売上原価を 計上し ており ま す。

イ 工事収入

リ ース やレ ン タ ルに よ り 提供する 警報機器の設置工事、 各種建物設備の修繕・ リ ニ ュ ーア ル工事、 管工

事ま たは電気工事の結果と し て得ら れる 工事収入については、 顧客と の契約における 履行義務の充足に伴

い、 一定期間にわた り 売上高と 売上原価を 計上する こ と を 基本と し ながら 、 工事収入の大半を 占める 警報

機器の設置工事を 中心と し た工期がご く 短期間のも のについては、 工事完了の一時点で売上高と 売上原価

を 計上し ており ま す。

ウ 売却収入

商品の販売（ 販売する 商品の設置工事を 含む。） の結果と し て得ら れる 売却収入について は、 顧客への

引渡し の一時点で売上高と 売上原価を 計上し ており ま す。

（ ） 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準6
外貨建金銭債権債務は、 連結決算日の直物為替相場によ り 円貨に換算し 、 換算差額は損益と し て処理し て

おり ま す。 なお、 在外子会社等の資産及び負債は、 連結決算日の直物為替相場によ り 円貨に換算し 、 収益及

び費用は期中平均相場によ り 円貨に換算し 、 換算差額は純資産の部における 為替換算調整勘定及び非支配株

主持分に含めて計上し ており ま す。

（ ） そ の他連結計算書類の作成のための重要な事項7
ア 重要なヘッ ジ会計の方法

（ ア ） ヘ ッ ジ会計の方法 繰延ヘ ッ ジ処理を 採用し て お り ま す。 ま た 、 金利ス ワ ッ プ に つ いて は……………
特例処理の条件を 充たし ている場合には特例処理を 採用し ており ま す。

（ イ ） ヘ ッ ジ手段と ヘッ ジ対象 ヘッ ジ手段 金利ス ワ ッ プ……
ヘッ ジ対象 銀行借入金

（ ウ ） ヘ ッ ジ方針 金利変動リ ス ク の低減並びに 金融収支改善のた め、 内規に 基づき 、 金……………………
利変動リ ス ク を へッ ジし ており ま す。

（ エ ） ヘ ッ ジの有効性評価の方法 特例処理に よ っ て いる 金利ス ワ ッ プ に つ き ま し て はヘ ッ ジの高い有効…
性がある と みなさ れる ため、 有効性の評価は省略し ており ま す。

イ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ っ ており 、 控除対象外消費税及び地方消費税は、 当連

結会計年度の費用と し て処理し て おり ま す。



５ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、 原則と し て個々の投資の実態に合わせ、 年以内の投資回収見込年数で均等償却20
を 行っ ており ま す。

（ 会計方針の変更）

（ 収益認識に関する 会計基準等の適用）

「 収益認識に関する 会計基準」（ 企業会計基準第 号 年３ 月 日。 以下「 収益認識会計基準」 と い29 2020 31
う 。） 等を 当連結会計年度の期首から 適用し 、 約束し た財又はサービ ス の支配が顧客に移転し た時点で、 当該

財又はサービ ス と 交換に受け取る と 見込ま れる金額で収益を 認識する こ と と いたし ま し た 。

こ れによ り 、 当社グループ から 生じ る収益を 以下のと おり 認識し ており ま す。

① 契約収入

役務の提供の結果と し て得ら れる 契約収入については、 顧客と の契約における 履行義務の充足に伴い、 一

定期間にわた り 収益を 認識し て おり ま す。

② 工事収入

リ ース やレ ン タ ルに よ り 提供する 警報機器の設置工事、 各種建物設備の修繕・ リ ニ ュ ーア ル工事、 管工事

ま たは電気工事の結果と し て得ら れる 工事収入については、 顧客と の契約における 履行義務の充足に伴い、

一定期間にわた り 収益を 認識する こ と を 基本と し ながら 、 工事収入の大半を 占める 警報機器の設置工事を 中

心と し た工期がご く 短期間のも のについては、 工事完了の一時点で収益を 認識し ており ま す。

③ 売却収入

商品の販売（ 販売する 商品の設置工事を 含む。） の結果と し て得ら れる 売却収入については、 顧客への引

渡し の一時点で収益を 認識し て おり ま す。

収益認識会計基準等の適用に つ いて は、 収益認識会計基準第 項た だ し 書き に 定める 経過的な取扱いに従84
い、 当連結会計年度の期首よ り 前に 新た な会計方針を 遡及適用し た 場合の累積的影響額を 算定いた し ま し た

が、 当該累積的影響額の重要性が極めて乏し かっ た こ と から 、 当連結会計年度の期首の利益剰余金にはこ れを

加減せずに 、 新たな会計方針を 適用し ており ま す。

収益認識会計基準等を 適用し た た め、 前連結会計年度の連結貸借対照表に おいて 、「 流動資産」 に表示し て

いた 「 受取手形及び売掛金」 は、 当連結会計年度よ り 「 受取手形、 売掛金及び契約資産」 に含めて表示する こ

と と いたし ま し た 。

（ 時価の算定に関する会計基準等の適用）

「 時価の算定に関する 会計基準」（ 企業会計基準第 号 年７ 月４ 日。 以下「 時価算定会計基準」 と30 2019
い う 。） 等を 当連結会計年度の期首から 適用し 、 時価算定会計基準第 項及び「 金融商品に関する 会計基準」19
（ 企業会計基準第 号 年７ 月４ 日） 第 ２ 項に定める 経過的な取扱いに従っ て 、 時価算定会計基準等10 2019 44-
が定める 新たな会計方針を 、 将来にわた っ て適用する こ と と いた し ま し た 。 なお、 こ れに よ り 当連結会計年度

の連結計算書類に与える 影響は軽微であり ま す。



（ 会計上の見積り に関する 注記）

のれん

１ 当連結会計年度の連結計算書類に計上し た金額

百万円27,097
２ 識別し た項目に係る重要な会計上の見積り の内容に関する 情報

当連結会計年度末における のれんは、 過去の企業結合によ り 発生し た も のであり 、 そ の主た る 発生原因は、

結合後企業が当社グループ に加入し た こ と に よ り 、 同社に期待さ れる 超過収益力であり ま す。 一部ののれんに

ついては、 結合後企業ではなく 、 当社など において発現さ れる こ と が期待さ れる シナジー効果が発生原因と な

っ ており ま す。

のれんに係る 減損要否の検討は、 のれん発生の原因である 超過収益力やシナジー効果が将来に亘っ て発現す

る かに着目し て行っ てお り 、 のれんを 発生さ せた結合後企業の事業計画（ 当社など に発現が期待さ れる シナジ

ー効果の計画を 含む。） に沿っ て利益やキャ ッ シ ュ ・ フ ロ ーが計上さ れて いる かを 毎月モ ニ タ リ ン グ し て お り

ま す。 当該事業計画については、 受注の状況、 人員計画ま たは介護施設の開設状況など について一定の仮定を

置いて策定し ており ま す。

将来、 何ら かの理由によ り 設定さ れた事業計画の達成が危ぶま れる 状況と なっ た場合には、 前述の仮定につ

いて当初見積り の変更を 迫ら れる こ と で減損損失を 計上する 可能性があり 、 翌連結会計年度の連結計算書類に

おける のれんの計上額に重要な影響を 与える可能性があり ま す。



（ 連結貸借対照表に関する 注記）

１ 担保に供し ている 資産及び担保に係る債務

担保に供し ている 資産は次のと おり であり ま す。

現金及び預金 百万円210
建物及び構築物 百万円1,150
土地 百万円1,711
投資有価証券 百万円16

計 百万円3,088

担保に係る債務は次のと おり であり ま す。

１ 年内返済予定の長期借入金 百万円200
長期借入金 百万円255

計 百万円455

２ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円193,982

３ 土地の再評価

土地の再評価に関する 法律（ 平成 年３ 月 日公布法律第 号） 及び土地の再評価に関する 法律の一部を10 31 34
改正する 法律（ 平成 年３ 月 日公布法律第 号） に基づき 、 事業用土地の再評価を 行い、 土地再評価差額11 31 24
金を 純資産の部に計上し ており ま す。

再評価の方法

土地の再評価に関する 法律施行令（ 平成 年３ 月 日公布政令第 号） 第２ 条第４ 号に定める 地価税10 31 119
法（ 平成３ 年法律第 号） 第 条に規定する 地価税の課税価格の計算の基礎と なる 土地の価額を 算定する69 16
ために 、 国税庁長官が定めて公表し た方法によ り 算出し た価額に基づいて、 奥行価格補正等合理的な調整を

行っ て算出し ており ま す。

再評価を 行っ た年月日

年３ 月 日2002 31

再評価を 行っ た土地の期末における 時価が再評価後の帳簿価額を 下回る 額

百万円327



（ 連結株主資本等変動計算書に関する 注記）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する 事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（ 株）

当連結会計年度
増加株式数（ 株）

当連結会計年度
減少株式数（ 株）

当連結会計年度末
株式数（ 株）

普通株式 － －102,040,042 102,040,042

２ 自己株式の種類及び株式数に関する 事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（ 株）

当連結会計年度
増加株式数（ 株）

当連結会計年度
減少株式数（ 株）

当連結会計年度末
株式数（ 株）

普通株式 805,021 160 330 804,851

（ 注） 普通株式の自己株式増加 株は、 単元未満株式の買取り に伴う も のであり ま す。 一方、 普通株式の自己160
株式減少 株は、 関連会社の持分に相当する株式数の減少によ る も のであり ま す。330

３ 剰余金の配当に関する 事項

（ ） 配当金支払額1

決議
株式の
種類

配当金の総
額（ 百万円）

１ 株当た り
配当額（ 円）

基準日 効力発生日

年６ 月 日2021 24
定時株主総会

普通株式 年３ 月 日 年６ 月 日3,746 37.0 2021 31 2021 25

年 月 日2021 10 29
取締役会

普通株式 年９ 月 日 年 月３ 日3,847 38.0 2021 30 2021 12

（ ） 基準日が当連結会計年度に属する 配当のう ち 、 配当の効力発生日が翌連結会計年度と なる も の2
年６ 月 日開催の定時株主総会の議案と し て 、 次のと おり 提案し ており ま す。2022 24

決議
株式の
種類

配当金
の総額

（ 百万円）

配当の
原資

１ 株当た
り 配当額
（ 円）

基準日 効力発生日

年６ 月 日2022 24
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 年３ 月 日 年６ 月 日4,455 44.0 2022 31 2022 27



（ 金融商品に関する注記）

１ 金融商品の状況に関する事項

（ ） 金融商品に対する 取組方針1
当社グ ループ は、 資金運用に つ いて は余剰資金の範囲内で、 かつ 長期の安定的な運用に 限定し て お り ま

す。 一方、 資金調達については主に銀行借入によ る 方針であり ま す。 なお、 デ リ バテ ィ ブ 取引は、 将来の金

利変動によ る リ ス ク 回避を 目的と し て お り ま す。 ま た 、 一部の連結子会社において資金運用の一環と し て 、

そ の他有価証券（ 為替リ ン ク 債等） に ついて組込デリ バテ ィ ブ 取引を 利用し ている ほか、 株式オ プ シ ョ ン 取

引を 利用し ており ま す。

（ ） 金融商品の内容及びそ のリ ス ク 並びに リ ス ク 管理体制2
受取手形、 売掛金及び契約資産は、 顧客の信用リ ス ク に晒さ れており ま す。 当該リ ス ク に関し ては、 当社

グループ の与信管理規程に従い、 取引における 不良債権の発生防止、 優良取引先の選別、 取引基盤の強化等

を 図っ て お り ま す。 ま た 、 売上債権管理規程に 従い、 取引先ご と に 債権の期日及び残高を 管理し て お り ま

す。

投資有価証券である 株式は、 市場価格の変動リ ス ク に晒さ れており ま すが、 主に業務上の関係を 有する 企

業の株式であり 、 定期的に把握さ れた時価が取締役会に報告さ れており ま す。 ま た 、 組込デリ バテ ィ ブ 取引

は、 将来の為替変動に伴う 金利変動及び元本毀損リ ス ク を 有し ており ま すが、 取引の相手方は、 信用度の高

い金融機関であり 、 相手方契約の不履行から 生ずる信用損失の発生は予想し ており ま せん。

営業債務である 支払手形及び買掛金は、 そ のほと んど が１ 年以内の支払期日であり ま す。

借入金のう ち 、 短期借入金は主に警備輸送業務に係る 資金調達であり 、 長期借入金は主に設備投資に係る

資金調達であり ま す。

変動金利の借入金は、 金利の変動リ ス ク に 晒さ れて おり ま すが、 こ の う ち 長期のも のの一部については、

支払金利の変動リ ス ク を 回避し 支払利息の固定化を 図る た めに、 個別契約ご と にデリ バテ ィ ブ 取引（ 金利ス

ワ ッ プ 取引） を ヘ ッ ジ手段と し て利用し て おり ま す。 ヘッ ジの有効性の評価方法については、 金利ス ワ ッ プ

の特例処理の要件を 満たし ている ため、 そ の判定を も っ て有効性の評価を 省略し ており ま す。

デ リ バテ ィ ブ 取引の執行・ 管理については、 取引権限及び取引限度額等を 定めた社内ルールに従っ て行っ

ており 、 ま た 、 デリ バテ ィ ブ の利用にあた っ ては、 信用リ ス ク を 軽減する ために 、 格付の高い金融機関のみ

と 取引を 行っ ており ま す。

ま た 、 営業債務や借入金は、 流動性リ ス ク に晒さ れて おり ま すが、 当社グループ では、 各社が連結経営計

画を 作成する など の方法によ り 管理し ており ま す。

フ ァ イ ナン ス ・ リ ース取引に係る リ ース債務は、 固定金利のため、 金利の変動リ ス ク はあり ま せん。

（ ） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明3
「 ２ 金融商品の時価等に関する 事項」 に おける デ リ バテ ィ ブ 取引に関する 契約額等については、 そ の金

額自体がデリ バテ ィ ブ 取引に係る 市場リ ス ク を 示すも のではあり ま せん。



２ 金融商品の時価等に関する 事項

年３ 月 日（ 当期の連結決算日） に おけ る 連結貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額に つ いて2022 31
※は、 次のと おり です。 なお、 市場価格のない株式等については、 次表には含ま れており ま せん（ ７ 参照）。

（ 単位： 百万円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

△（ ） 受取手形、 売掛金及び契約資産1 56,458 56,455 2
※（ ） 有価証券 ６ 、 ７ －2 380 380

※（ ） 投資有価証券 ６ 、 ７3
△関係会社株式 17,825 14,394 3,431

そ の他有価証券 －25,998 25,998
△資産計 100,663 97,229 3,434

※（ ） デ リ バテ ィ ブ 取引 ６ －1 111 111
※ △（ ） 長期借入金 ４2 4,940 4,939 0
※ △（ ） リ ース 債務 ５3 40,836 40,388 447

△負債計 45,887 45,439 447
※ １ 現金及び預金については、 現金である こ と 、 及び預金は短期間で決済さ れる ため時価が帳簿価額に近似す

る も のである こ と から 記載を 省略し ており ま す。
※ ２ 警備輸送業務用現金については、 現金である こ と から 記載を 省略し ており ま す。
※ ３ 支払手形及び買掛金、 短期借入金及び未払金については、 短期間で決済さ れる ため時価が帳簿価額に近似

する も のである こ と から 記載を 省略し ており ま す。
※ ４ 長期借入金には１ 年内返済予定の長期借入金を 含めており ま す。
※ ５ リ ース 債務には１ 年内返済予定のリ ース債務を 含めており ま す。



※ ６ 有価証券及びデリ バテ ィ ブ 取引に関する事項
有価証券

有価証券はそ の他有価証券ま たは関係会社株式と し て保有し ており ま す。 そ の他有価証券の当連結会計
年度中の売却額は 百万円であ り 、 売却益の合計額は 百万円、 売却損の合計額は 百万円であり1,522 144 3
ま す。 ま た 、 そ の他有価証券において、 種類ご と の取得原価又は償却原価、 連結貸借対照表計上額及びこ
れら の差額については以下のと おり です。

（ 単位： 百万円）

種類
取得原価又は

償却原価
連結貸借対照表

計上額
差額

連結貸借対照
表計上額が 取
得原価又は償
却原価を 超え
る も の

（ ） 株式1 5,932 16,440 10,508
（ ） 債券2

国債・ 地方債 － － －

社債 2,882 2,939 56
（ ） そ の他3 642 749 106

小計 9,457 20,129 10,671

連結貸借対照
表計上額が 取
得原価又は償
却原価を 超え
ないも の

△（ ） 株式1 1,783 1,422 361
（ ） 債券2

国債・ 地方債 － － －

△社債 3,855 3,794 60
△（ ） そ の他3 1,078 1,032 46

△小計 6,717 6,249 468
合計 16,175 26,379 10,203

（ ） 当連結会計年度においては、 そ の他有価証券で市場価格のある も のについて 百万円（ 株式 百万円） 減* 56 56
損処理を 行っ ており ま す。

（ ） 上記には、 投資有価証券の う ち 、 関係会社株式に 係る 取得原価又は償却原価、 連結貸借対照表計上額及び*
こ れら の差額については含ま れており ま せん。

デリ バテ ィ ブ 取引

ヘッ ジが適用さ れていないも の

（ 単位： 百万円）

種類 契約額等 時価 評価損益

市場取引以外の取引

△複合金融商品（ ）* 199 197 2
△ △株式オ プ シ ョ ン 153 111 264

△合計 353 86 267
（ ） 組込デリ バテ ィ ブ に つ いて 、 時価の測定を 合理的に区分し て測定でき ないた め、 当該複合金融商品全体を*

時価評価し 、 評価差額を 損益に計上し ており ま す。



※ ７ 市場価格のない株式等

（ 単位： 百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 1,475
非上場関係会社株式 10,848

合計 12,324

３ 金融商品の時価のレ ベルご と の内訳に関する 事項

金融商品の時価を 、 時価の算定に係る イ ン プ ッ ト の観察可能性及び重要性に応じ て、 以下の３ つのレ ベルに

分類し ており ま す。

レ ベル１ の時価： 観察可能な時価の算定に係る イ ン プ ッ ト のう ち 、 活発な市場において形成さ れる 当該時価

の算定の対象と なる資産又は負債に関する相場価格によ り 算定し た時価

レ ベル２ の時価： 観察可能な時価の算定に係る イ ン プ ッ ト のう ち 、 レ ベル１ のイ ン プ ッ ト 以外の時価の算定

に係る イ ン プ ッ ト を 用いて算定し た時価

レ ベル３ の時価： 観察でき ない時価の算定に係る イ ン プ ッ ト を 使用し て算定し た時価

時価の算定に重要な影響を 与える イ ン プ ッ ト を 複数使用し ている 場合には、 そ れら のイ ン プ ッ ト がそ れぞれ

属する レ ベルのう ち 、 時価の算定における 優先順位が最も低いレ ベルに時価を 分類し ており ま す。



（ ） 時価で連結貸借対照表に計上し ている金融商品1
当連結会計年度（ 年３ 月 日）2022 31

区分
時価（ 百万円）

レ ベル１ レ ベル２ レ ベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

そ の他有価証券

株式 － －17,863 17,863
国債・ 地方債 － － － －

社債 － －6,734 6,734
そ の他 － －1,781 1,781

資産計 －17,863 8,515 26,379
デリ バテ ィ ブ 取引

△ △株式オプ ショ ン － －111 111
△ △負債計 － －111 111

（ ） 時価で連結貸借対照表に計上し ている金融商品以外の金融商品2
当連結会計年度（ 年３ 月 日）2022 31

区分
時価（ 百万円）

レ ベル１ レ ベル２ レ ベル３ 合計

受取手形、 売掛金及び契約資産 － －56,455 56,455
有価証券及び投資有価証券

関係会社株式 － －14,394 14,394
資産計 －14,394 56,455 70,849

長期借入金 － －4,939 4,939
リ ース 債務 － －40,388 40,388

負債計 － －45,328 45,328



（ 注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係る イ ン プ ッ ト の説明

有価証券及び投資有価証券

上場株式は取引所の価格によ っ て評価し て おり ま す。 こ れは活発な市場で取引さ れている ため、 そ の

時価を レ ベル１ の時価に分類し ており ま す。

社債や投資信託など のそ の他の有価証券は取引金融機関よ り 提示さ れたも のに よ っ て評価し ており ま

す。 こ れら は市場での取引頻度が低く 、 活発な市場における 相場価格と は認めら れないため、 そ の時価

を レ ベル２ の時価に分類し ており ま す。

デリ バテ ィ ブ 取引

株式オ プ シ ョ ン や金利ス ワ ッ プ など のデ リ バテ ィ ブ 取引については、 取引金融機関よ り 提示さ れたも

のに よ っ て評価し ており ま す。 こ れら は市場での取引頻度が低く 、 活発な市場における 相場価格と は認

めら れないため、 そ の時価を レ ベル２ の時価に分類し ており ま す。

なお組込デリ バテ ィ ブ に つ いては、 時価の測定を 合理的に区分し て測定でき ないため、 当該複合金融

商品全体を 有価証券及び投資有価証券と し て時価評価し 、 評価差額を 損益に計上し ており ま す。

受取手形、 売掛金及び契約資産

こ れら の時価については、 一定の期間ご と に区分し た債権ご と に債権額を 満期ま での期間及び信用リ

ス ク を 加味し た利率を 基に割引現在価値法によ り 算定し ており 、 レ ベル２ の時価に分類し ており ま す。

長期借入金

変動金利建ての長期借入金については、 短期間で市場金利を 反映する こ と から 、 帳簿価額によ っ てお

り ま す。

固定金利建ての長期借入金については、 元利金の合計額を 同様の新規借入を 行っ た場合に想定さ れる

利率を 基に割引現在価値法によ り 算定し ており 、 レ ベル２ の時価に分類し ており ま す。

リ ース債務

リ ース 債務については、 元利金の合計額を 同様の新規リ ース 取引を 行っ た場合に想定さ れる 利率を 基

に割引現在価値法によ り 算定し ており 、 レ ベル２ の時価に分類し ており ま す。



（ 賃貸等不動産に関する注記）

１ 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、 東京都そ の他の地域において 、 賃貸用のオ フ ィ ス ビ ル （ 土地を 含む） を 有

し ており ま す。

２ 賃貸等不動産の時価に関する事項

総資産に占める賃貸等不動産の割合が低く 、 重要性が乏し いため記載を 省略し ており ま す。

（ １ 株当たり 情報に関する 注記）

１ １ 株当た り 純資産額 円 銭2,964 85
２ １ 株当た り 当期純利益金額 円 銭286 11

（ 収益認識に関する注記）

１ 顧客と の契約から 生じ る収益を 分解し た情報

（ 単位： 百万円）

報告セグ メ ン ト
そ の他
（ 注）

合計セキュ リ テ
ィ 事業

綜合管理・
防災事業

介護事業 計

契約収入 339,880 35,165 41,557 416,603 5,569 422,173
工事収入 5,797 19,441 26 25,265 3 25,269
売却収入 28,297 12,827 65 41,190 459 41,649
顧客と の契約
から 生じ る収益

373,975 67,435 41,649 483,060 6,032 489,092

そ の他の収益 － － － － － －

外部顧客への
売上高

373,975 67,435 41,649 483,060 6,032 489,092
（ 注）「 そ の他」 の区分は、 報告セグ メ ン ト に 含ま れない事業セグ メ ン ト であ り 、 情報セキ ュ リ テ ィ 関連、 PCR

検査・ 食品検査事業等の事業を 含んでおり ま す。



２ 顧客と の契約から 生じ る収益を 理解する ための基礎と なる 情報

（ ） 契約収入1
契約収入は、 警備の請負など 当社又は連結子会社が顧客に対し サービ ス 提供する こ と に よ り 得ら れる 収益

です。

対価の回収については、 サービ ス 提供し た翌月に一括し て現金で収受する のが中心と なっ ている ほか、 機

械警備業務における 個人向けサービ ス の月額収入を 中心にサービ ス 提供前に前受金の形で収受する 場合も あ

り ま す。

契約収入に係る 履行義務は、 契約に定めら れたサービ ス を 顧客に提供する こ と であり 、 当社又は連結子会

社がこ れを 履行する につれて顧客が便益を 享受する た め、 一定期間にわた り 履行義務が充足さ れる と 判断し

収益を 認識し ており ま す。

取引価格は契約に明記さ れており 、 重要な変動対価や金融要素はあり ま せん。 一契約に複数の履行義務が

存在する 場合、 取引価格を 契約に明記さ れた金額に基づいて配分し ており ま す。

（ ） 工事収入2
工事収入は、 リ ース やレ ン タ ルに よ り 提供する 警報機器の設置工事、 各種建物設備の修繕・ リ ニ ュ ーア ル

工事、 管工事ま たは電気工事の結果と し て得ら れる収益です。

対価の回収については、 工事を 実施し た翌月に一括し て現金で収受する のが中心と なっ ている ほか、 工期

が長期間にわたる も のについては工事の出来高部分に応じ て部分払の請求権が確定し ま す。

工事収入に係る 履行義務は、 契約に定めら れた工事を 実施する こ と であ り ま す。 工事の中途に おいて も 、

工事の出来高部分は別の用途に転用する こ と ができ ない資産であり 、 かつ当該部分について対価を 収受する

権利が生じ る た め、 一定期間にわた り 履行義務が充足さ れる と 判断し 収益を 認識する こ と を 基本と し ており

ま す。 出来高部分の発生は、 工事に投じ た原価に比例する と 考え ら れる ため、 発生し た原価を 基礎と し た イ

ン プ ッ ト に基づき 、 履行義務の充足に係る 進捗度を 合理的に見積る こ と ができ る と 判断し ており ま す。 こ の

ため進捗度の測定は、 契約ご と に期末日ま でに発生し た原価が、 見積り 総原価に占める 割合に基づいて行っ

ており ま す。

一方、 工事収入の大半を 占める 警報機器の設置工事を 中心と し た工期がご く 短期間のも のにつ いては、 対

価の請求権確定が工事完了の一時点である こ と に鑑み、 そ の時点で収益を 認識し ており ま す。

取引価格は契約に明記さ れており 、 重要な変動対価や金融要素はあり ま せん。 一契約に複数の履行義務が

存在する 場合、 取引価格を 契約に明記さ れた金額に基づいて配分し ており ま す。



（ ） 売却収入3
売却収入は、 商品の販売（ 販売する商品の設置工事を 含む。） の結果と し て得ら れる収益です。

対価の回収に つ いては、 顧客への商品引渡し の翌月に 一括し て 現金で収受する のが中心と なっ て いる ほ

か、 ２ ～５ 年程度の期間にわた っ て回収する 割賦販売がご く 一部存在し ま す。

売却収入に係る 履行義務は、 顧客に商品を 引き 渡すこ と であ り ま す。 商品を 顧客に引渡し 検収を 受けた時

点で法的所有権、 物理的占有、 商品の所有に伴う 重大なリ ス ク 及び経済価値が顧客に移転し 、 履行義務が充

足さ れる と 考えら れる ため、 引渡し の一時点で収益を 認識し ており ま す。

取引価格は契約に明記さ れており 、 重要な変動対価や金融要素はあり ま せん。 一契約に複数の履行義務が

存在する 場合、 取引価格を 契約に明記さ れた金額に基づいて配分し ており ま す。

３ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を 理解する ための情報

（ ） 契約資産及び契約負債の残高等1
（ 単位： 百万円）

当連結会計年度

顧客と の契約から 生じ た債権（ 期首残高） 52,675
顧客と の契約から 生じ た債権（ 期末残高） 55,406
契約資産（ 期首残高） 1,608
契約資産（ 期末残高） 1,052
契約負債（ 期首残高） 11,258
契約負債（ 期末残高） 11,211

契約資産は、 工事収入に係る 契約について期末日時点で完了し たも のの対価について未請求と なっ ている

当社及び連結子会社の権利に関する も のです。 契約資産は、 対価に対する 当社及び連結子会社の権利が無条

件になっ た時点で顧客と の契約から 生じ た債権に振り 替え ら れま す。

契約負債は、 機械警備業務や警備輸送業務における 前受金であり 、 収益の認識に伴い、 主と し て １ 年以内

に取り 崩さ れま す。



（ ） 残存履行義務に配分し た取引価格2
当社及び連結子会社では、 残存履行義務に配分し た取引価格の注記にあた っ て実務上の便法を 適用し 、 当

初に予想さ れる 契約期間が１ 年以内の契約について注記の対象に含めており ま せん。 当該履行義務は、 綜合

管理・ 防災事業の工事収入に関する も のであり 、 残存履行義務に配分し た取引価格の総額及び収益の認識が

見込ま れる期間は、 以下のと おり であり ま す。

（ 単位： 百万円）

当連結会計年度

１ 年以内 7,828
１ 年超２ 年以内 5,174
２ 年超３ 年以内 1,768
３ 年超 548

合計 15,320

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

注： 記載金額及び株式数は、 表示単位未満を 切り 捨てており ま す。


